
中小企業者に対するＢＣＰの普及に向けて

（「プラスＢＣＰ」の推進」）

平成３０年１２月１１日

「くるみん」のマークは、赤
ちゃんが大事に包まれる「おく
るみ」と、「職場ぐるみ･会社
ぐるみ」で子供の育成に取り組
もうという意味が込められてい
ます。

資料６



１．日本公庫の概要
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［平成20年９月30日以前］

国際協力銀行
（国際金融等業務）

（海外経済協力業務）

中小企業金融公庫

農林漁業金融公庫

国民生活金融公庫

［現在］

株式会社
日本政策金融公庫
（略称「日本公庫」）

株式会社国際協力銀行
（平成24年４月１日分離）

国際協力機構
（JICA）に統合

日本政策金融公庫の誕生

平成20年10月１日、４つの政府系金融機関

が統合し、株式会社日本政策金融公庫が発足。

平成24年４月１日に国際協力銀行が分離。

■ 設 立 平成２０年１０月１日

■ 基 本 理 念 「政策金融の的確な実施」

「ガバナンスの重視」

■ 業 務 国民生活事業 農林水産事業 中小企業事業

危機対応等円滑化業務

■ 総 裁 田中 一穂

■ 資 本 金 ４兆１,２４９億円

準 備 金 １兆８,８７９億円

■ 職 員 数 ７,３６４人（うち、中小企業事業１，９６５人）

（平成30年度予算定員）

■ 支 店 等 国内１５２支店（うち、６３支店に中小企業事業）

海外駐在員事務所２ヵ所（上海、バンコク）

■総融資残高 １８兆 ２９０億円

国民生活事業 ７兆１,２８９億円

農林水産事業 ２兆９,４５７億円

中小企業事業(融資) ５兆５,１４１億円

小 計 １５兆５,８８９億円

危機対応円滑化業務 ２兆３,８３２億円

特定事業等促進円滑化業務 ５６８億円

■保険引受残高 ２２兆４,０１５億円
（ は中小企業事業 ）

（平成30年3月31日現在）



２-１．ＢＣＰ融資制度概要

災害の発生へ備えて防災に資する施設等の整備を行う中小企業者を支援するための
融資制度

貸付対象 自ら策定したBCPに基づき、防災に資する施設等の整備を行う方

資金使途 設備資金及び運転資金

貸付限度額 7.2億円（うち運転資金2.5億円）

貸付利率
設備資金

2億7千万円まで 特別利率②（土地に係る資金を除く（注））

（建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づく耐震改修などにかかる資金については特別

利率③）

2億7千万円超 基準利率

（注）ただし、地方公共団体の防災業務計画に則り、地域と連携したBCPに限り、土地に係る

資金について、特別利率②の適用可

運転資金 基準利率。ただし、耐震診断及び複数企業連携に係る運転資金については、特別利率①

貸付期間
設備資金 20年以内（うち据置期間２年以内）

運転資金 ７年以内（うち据置期間２年以内）

中小企業者がＢＣＰ※を策定のうえ、日本政策金融公庫に借入申込を行う。

中小企業者

「ＢＣＰ」※を策定

日本政策金融公庫
中小企業事業

借入申込

審査・融資

※  ＢＣＰ（緊急時企業存続計画または事業継続計画）については、平成18年2月に中小企業庁が
公表した「中小企業BCP策定運用指針」に則り、作成したものに限る。

【スキーム図】

制度の普及
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２-２．ＢＣＰ融資制度実績

【融資実績推移（日本公庫全体）】

東日本大震災

熊本地震（百万円） （件数）

（4～10月まで）
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近年の自然災害の発生増加を受け、とりわけ平成28年熊本地震の発生以降、ＢＣＰ
制度の利用者数は増加傾向にある。

中小企業庁の指針により公庫の助言を得てＢＣＰをまとめるものであるため、「取引
先などにも対外的に説明ができ、事業継続の観点から取引上の効果がある」との顧客
の声がある。

ＢＣＰ融資制度は短期的には利益を生まない災害対策投資に対し、長期・低利の政策
金融により計画策定の後押しをするもの。

（4～10月まで）

対前年度比

118％



３．中小企業におけるＢＣＰ普及に向けた課題

4

災害対策に対して
意識の高い層

災害対策に対して
意識の低い層

ＢＣＰの継続

被災された企業などといったＢＣＰに対する意識の高い企業は、ＢＣＰに向き合い、
対応策を検討できているが、それ以外でＢＣＰに取り組むケースは、老朽化対応など、
他の投資と併せてＢＣＰを検討することが多い。

今後ＢＣＰを普及させていく観点からは、この「プラスＢＣＰの意識」を高める機会
をどのように作っていくかが重要。

さまざまな支援

＋ ＢＣＰ
「プラス」

+
・生産性の向上
・老朽化対応
・新事業等

保
険
会
社

金
融
機
関

国
・
地
方
自
治
体

商
工
会
議
所
・商
工
会
等

支
援
機
関
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国 内

海 外

＜補助金・税制＞
・ＢＣＰのための補助金をつ
くってほしい

・税の優遇措置を検討してほ
しい

＜保険＞
・災害に備えたリーズナブ
ルな災害保険メニューは
ないかな

＜資金調達＞
・災害に備えて金融機関からＢＣＰ利用
のための低利・長期の資金調達メニュ
ーを考えてほしい

・災害に備えて金融機関から借入を行い
手元流動性を高めておく必要があるので、
コミットメントラインを含めた金融メニュ
ーについて相談にのってほしい

＜意識＞
・多くの機会の場を提供して
気付きを与えてほしい

・災害に備えるため、専門家
の意見を聞きたい

＜海外＞
・ＢＣＰは海外も含めて必要となってく
る。その策定支援をしてほしい

・海外企業のＢＣＰを実施するための支援
メニューを検討してほしい
例えば、緊急対応時（国内工場被災時）
に海外子会社へ国内銀行から増産資金等
を直接送金してほしい（クロスボーダー
ローン）

ＢＣＰの取組みを後押しするために、気づきの機会
を多く与えてほしいというお客様からの要望は多い。

４．ＢＣＰに取り組むためのお客様の要望

＜国の認定＞
・計画について国のお墨付きが
あると、取引先にもより一層
対外的に説明がつきやすくな
り、製品の安定供給につなが
るかな



５．全国中小企業者に対するＢＣＰ普及意識の向上運動
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ＢＣＰの推進

・補助金
・間接金融
・アドバイス
・災害保険

個別企業への
普及活動の継続

＜例：公庫の実績＞
・29年度の実績 10回
・同延べ参加社数 325社

支援機関による
セミナー開催

現在、支援機関が行っているＢＣＰ普及活動は草の根運動レベルであり、今後、経済
産業局や地方公共団体等と連携しながら、全国規模で対応していく必要がある。

・行政
・金融機関
・中小企業支援機関
・保険会社
・関係機関によるＢＣＰ
診断の実施と気づきを
与える取組みの推進

＋ ＢＣＰ
「プラス」

・全国規模の
イベント開催

経産局等による
大掛かりな

普及活動の推進

草の根運動



（参考）日本公庫におけるＢＣＰ関連セミナーの例
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「プラス」

２ 海外展開・ＢＣＰセミナーを開催（東南アジア地域）

○海外への進出先として中国が減少する中、人口が増加し、人件費が比

較的低く、かつ経済成長率が著しい東南アジアに限定し、セミナーを

実施したもの。

○中小企業者の海外展開に向けた支援機関や制度の説明のほか、万が一

の際にも「事業継続」をするためのＢＣＰ策定支援を盛り込んだセミ

ナーとなっており、ＢＣＰ策定の重要性を理解するきっかけづくりを

した。

１ 経産局・地公体と連携してＢＣＰセミナーを開催

○政府の地震調査委員会において今後30年以内に相応の確率でＭ９クラ

スの超巨大地震が起こるとされている地域に対し、災害発生時に、従

業員の安全確保・安否確認、二次災害防止といった初期対応をはじめ、

中核事業を中断させない、あるいは短時間で復旧させる手段としてＢ

ＣＰの重要性を訴えたセミナー。

○地域限定のセミナーとして、官庁・地方自治体等と連携して実施した

もの。

セミナーパンフレット

セミナーの模様
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